
別紙１

参加申込書
令和　　年　　月　　日　
岐阜県知事　様

所在地　






法人等・共同体名称　　　　　 　　　    　   　　






代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　印
令和５年度離職者等委託訓練委託業務プロポーザル募集要項に基づき、下記の訓練分野について、令和５年度離職者等委託訓練委託業務に関するプロポーザルに参加を申し込みます。

記
１　訓練分野（実施地域）（訓練期間）
　　 
※応募枠NOも記載してください。

※複数の訓練分野（実施地域）に申し込む場合は全て記載してください。　　　

　　　

　　　

　　　

＜連絡先＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
別紙２
参加者概要書
令和　　　年　　　月　　　日
参加申込者
	法人.・共同体名称
	


下記の１～１２の項目について、当該参加者が該当する方にチェックしてください。

（共同体の場合にあっては、代表構成員を含む全ての構成員が要件を満たすことが必要です。）
１　 日本国内に本社、本店又は活動拠点を置いている法人等である。

　　　　　（　□はい　　　　・　　□いいえ　）　　
２　 地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者である。
　　　　　（　□はい　　　　・　　□いいえ　）　　　　　　　　　　　　　　　　　
３  役員に、次の①又は②のいずれかに該当する者がない。
　　　　①　破産者で復権を得ない者

　　　　②　禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者

　　　　　（　□はい　　　　・　　□いいえ　）　　　
４　次の①から③までのいずれかに該当する者でない。
　　  ①　民事再生法（令和11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（同
      法に基づき再生手続開始の申立てをされた者で、同法第１７４条第１項の規定による再生計画認
      可の決定を受けている者を除く。）。

　　 　②　会社更生法（令和14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立て（同法附則第2条の規
      定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係るものを含む。以下同じ。）がなされてい
る者（同法に基づき更生手続開始の申立てをされた者で、同法第１９９条第１項若しくは第２項又
は第２００条第１項の規定による更生計画認可の決定を受けている者を除く。）。
 ③　破産法（令和16年法律第75号）に基づき破産手続開始の申立てがなされた者及びその開始
  決定がされている者（同法附則第3条第1項の規定によりなお従前の例によることとされる破産
  事件に係るものを含む。）

（　□はい　　　　・　　□いいえ　）　　　　　　　
　　　　

５　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（令和3年法律第77号）第2条第2号に規定

する暴力団及びその利益となる活動を行う者でない。
（　□はい　　　　・　　□いいえ　）　　
６　岐阜県から、「岐阜県製造の請負、物件の買入れその他の契約に係る指名停止措置要領」に基づく入札参加資格停止措置を受けていない。
　（　□はい　　　　・　　□いいえ　）　　　

　７　　宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人等でない。
（　□はい　　　　・　　□いいえ　）　　　　

８　　岐阜県から、「岐阜県が行う契約からの暴力団の排除に関する措置要綱」に基づく入札参加資格停止措置を受けていない。又は同要綱別表に掲げる措置要件に該当しない。
（　□はい　　　　・　　□いいえ　）　　
９　　県税等の公租公課について未納の徴収金（執行猶予に係るものを除く。）がない。

（　□はい　　　　・　　□いいえ　）　　
10　　労働保険、社会保険（健康保険及び厚生年金保険）に加入している。（加入義務のない者は除く。）　※加入を証明できる書類の添付必須
（　□はい　　　　・　　□いいえ　）　　
11　 法令等の規定による官公署の免許、許可又は認可（以下、「免許等」という。）を受けている必要がある事業提案を行うにあたっては、当該免許等を受けている。
※当該免許等を証明できる書類の添付必須
（　□はい　　　　・　　□いいえ　　　・　□非該当　　　）　　
12　「民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドライン研修」の有効な受講証明書を有する者が在籍している。

※当該事実を証明できる書類の添付必須
（　□はい　　　　・　　□いいえ　）　　
　※次の書類を任意様式により、添付してください。

　　　①会社概要書

事業所名、代表者名、役員名、所在地、設立、沿革、資本金、従業員数、事業内容、事業の主な特色・実績等を記載すること。
②履歴事項全部証明書
提出日において発行日から30日以内のもの。
③直近３事業年度の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類するもの

団体の場合は、同様の内容がわかる資料を提出すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙３

誓 約 書

令和　　年　　月　　日

岐阜県知事　様







所在地






法人等・共同体名称

代表者氏名

（共同体の場合、構成員連名で押印してください。）

　令和５年度離職者等委託訓練委託業務のプロポーザルに参加するにあたり、下記の事項について真実に相違ありません。

記

１　プロポーザル参加の要件を満たしています。

２　提出した書類に虚偽又は不正はありません。

　別紙４

共同体構成員届出

令和　　年　　月　　日

岐阜県知事　様

共同体の名称

構成員（代表者）所在地
名　称

代表者氏名

構成員　　　　　所在地
　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　代表者氏名

構成員　　　　　所在地
　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　代表者氏名

· 構成員の数に応じて加筆・修正ください。

　このたび、令和５年度離職者等委託訓練委託業務のプロポーザルに参加するため、共同体を結成しましたので届け出ます。

別紙５

令和５年度離職者等委託訓練委託業務に関する共同体協定書

令和　　年　　月　　日

第１条

（目的）

第２条

（名称）

第３条

（所在地）

第４条

（成立の時期及び解散の時期）

第５条

（構成員の名称及び所在地）

第６条

（代表者の名称）

第７条

（代表者の権限）

第８条

（構成員の責任）

第９条

（権利義務の制限）

第10条

（構成員の脱退に対する措置）

第11条

（構成員の破産又は解散に対する措置）

第12条

（協定書に定めのない事項）

令和　　年　　月　　日

構成員（代表者）　所在地
　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　代表者氏名

構成員　　　　　　所在地
　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　代表者氏名

※上記条項を参考に共同体の協定書を作成し、提出してください。
別紙６

委 任 状

令和　　年　　月　　日

岐阜県知事　様

共同体の名称

構成員（代表者）　所在地
　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　代表者氏名

構成員　　　　　　所在地
　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　代表者氏名

　私は、下記の共同体代表者を代理人として定め、当共同体が存続する間、次の権限を委任します。

受任者

　　　　　　　　所在地
共同体の代表者　名　称

　　　　　　　　代表者氏名

委任事項

１　令和５年度離職者等委託訓練委託業務に係る参加提出書類の作成及び提出

２　岐阜県との契約の締結

３　委託業務についての委託料の請求及び受領

受任者印


別紙７

令和５年度離職者等委託訓練委託業務のプロポーザルに関する質問書
令和　　年　　月　　日　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　

E-Mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	質問項目
	（募集要項または仕様書の別・ページ数等）

	内　　容
	


印





印





印





印





印





印





印





印
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